
介護サービス関係 Q&A集（抜粋）

連番 サービス種別 基準種別 項目 質問 回答

ＱＡ発出時期、文書番号
等

630 14 訪問リハビリ
テーション事業

4 報酬 介護予防訪問リハビリ
テーションの事業所評価
加算

大臣基準告示106の４のホ⑵㈠において、介護予防訪問リハビリテーションの事業所評価加
算に係る平成30年度の経過措置について、指定介護予防サービス介護給付費単位数表の
介護予防訪問リハビリテーション費の注７に掲げる別に厚生労働省が定める基準に適合して
いるものとして都道府県知事に届け出ることが、平成29年１月１日から平成29年12月31日ま
での期間に求められているが、取扱い、如何。

平成30年４月１日以降速やかに、指定介護予防サービス介護給付費単位数表の
介護予防訪問リハビリテーション費の注７に掲げる別に厚生労働省が定める基準
に適合しているものとして都道府県知事に届け出ていることで足りる。

30.3.23
事務連絡
「平成30年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成30年3
月23日）」の送付について

727 16 通所介護事業 4 報酬 介護予防通所介護・通所
リハビリテーション
（選択的サービス：事業所
評価加算）

(事業所評価加算関係）事業所の利用者の要支援状態の維持・改善が図られたことに対する
評価であると認識するが、利用者の側に立てば、自己負担額が増加することになり、利用者
に対する説明に苦慮することとなると考えるが見解如何。

事業所評価加算を算定できる事業所は、介護予防の観点からの目標達成度の高
い事業所であることから利用者負担も高くなることについて、介護予防サービス計
画作成時から利用者に十分に説明し、理解を求めることが重要であると考えてい
る。

18.3.22
介護制度改革information
vol.78
平成18年4月改定関係Q＆
A(vol.1)

728 16 通所介護事業 4 報酬 介護予防通所介護・通所
リハビリテーション
（事業所評価加算）

(事業所評価加算関係）要支援状態が「維持」の者についても「介護予防サービス計画に照ら
し、当該予防サービス事業者によるサービスの提供が終了したと認める者に限る」として評
価対象者に加わっているが、要支援状態区分に変更がなかった者は、サービスの提供は終
了しないのではないか。

介護予防サービス計画には生活機能の向上の観点からの目標が定められ、当該
目標を達成するために各種サービスが提供されるものであるから、当該目標が達
成されれば、それは「サービスの提供が終了した」と認められる。したがって、その
者がサービスから離脱した場合であっても、新たな目標を設定して引き続きサービ
ス提供を受ける場合であっても、評価対象者には加えられるものである。

18.3.22
介護制度改革information
vol.78
平成18年4月改定関係Q＆
A(vol.1)

741 16 通所介護事業 4 報酬 事業所評価加算 評価対象事業所の要件として「評価対象期間における当該指定介護予防通所介護事業所
の利用実人員数が10名以上であること。」とされているが、10名以上の者が連続する3月以
上の選択的サービスを利用する必要があるのか。

単に利用実人数が10名以上であればよく、必ずしもこれらの者全員が連続する3
月以上の選択的サービスを利用している必要はない。

18.9.11
平成18年4月改定関係Q&A
vol.7(事業所評価加算関係)

892 17 通所リハビリ
テーション事業

4 報酬 介護予防通所介護・通所
リハビリテーション
（事業所評価加算）

(事業所評価加算関係）事業所の利用者の要支援状態の維持・改善が図られたことに対する
評価であると認識するが、利用者の側に立てば、自己負担額が増加することになり、利用者
に対する説明に苦慮することとなると考えるが見解如何。

事業所評価加算を算定できる事業所は、介護予防の観点からの目標達成度の高
い事業所であることから利用者負担も高くなることについて、介護予防サービス計
画作成時から利用者に十分に説明し、理解を求めることが重要であると考えてい
る。

18.3.22
介護制度改革information
vol.78
平成18年4月改定関係Q＆
A(vol.1)

893 17 通所リハビリ
テーション事業

4 報酬 介護予防通所介護・通所
リハビリテーション
（事業所評価加算）

(事業所評価加算関係）要支援状態が「維持」の者についても「介護予防サービス計画に照ら
し、当該予防サービス事業者によるサービスの提供が終了したと認める者に限る」として評
価対象者に加わっているが、要支援状態区分に変更がなかった者は、サービスの提供は終
了しないのではないか。

介護予防サービス計画には生活機能の向上の観点からの目標が定められ、当該
目標を達成するために各種サービスが提供されるものであるから、当該目標が達
成されれば、それは「サービスの提供が終了した」と認められる。したがって、その
者がサービスから離脱した場合であっても、新たな目標を設定して引き続きサービ
ス提供を受ける場合であっても、評価対象者には加えられるものである。

18.3.22
介護制度改革information
vol.78
平成18年4月改定関係Q＆
A(vol.1)

909 17 通所リハビリ
テーション事業

4 報酬 事業所評価加算 いつの時期までに提供されたサービスが、翌年度の事業所評価加算の評価対象となるの
か。

1 事業所評価加算の評価対象となる利用者は、
①評価の対象となる事業所にて、選択的サービスに係る加算を連続して3月以上
算定しており
②選択的サービスに係る加算より後の月に要支援認定の更新又は変更認定を受
けている者であることから、選択的サービスの提供を受けた者の全てが評価対象
受給者となるものではない。

2 評価の対象となる期間は、各年1月1日から12月31日までであるが、各年12月31
日までに、国保連合会において評価対象受給者を確定する必要があることから、
① 9月までに選択的サービスの提供を受け、10月末日までに更新変更認定が行
われた者までが、翌年度の事業所評価加算の評価対象受給者であり、
②11月以降に更新・変更認定が行われた者は翌々年度の事業所評価加算の評
価対象受給者となる。

3 なお、選択的サービスに係る加算や受給者台帳情報は、国保連合会が一定期
間のうちに把握できたものに限られるため、例えば、評価対象期間を過ぎて請求さ
れてきた場合等は評価対象とならない。

18.9.11
平成18年4月改定関係Q&A
vol.7(事業所評価加算関係)

910 17 通所リハビリ
テーション事業

4 報酬 事業所評価加算 事業所評価加算の評価対象受給者については、選択的サービスを3月以上利用することが
要件とされているが、連続する3月が必要か。また、3月の間に選択的サービスの種類に変
更があった場合はどうか。

選択的サービスの標準的なサービス提供期間は概ね3月であることから、評価対
象受給者については選択的サービスを3月以上連続して受給する者を対象とする
こととしている。
また、選択的サービスの標準的なサービス提供期間は概ね3月であることから、通
常3月は同一の選択的サービスが提供されるものと考えているが、連続する3月の
中で選択的サービスが同一でない場合についても、国保連合会においては、評価
対象受給者として計算することとしている。

18.9.11
平成18年4月改定関係Q&A
vol.7(事業所評価加算関係)



911 17 通所リハビリ
テーション事業

4 報酬 事業所評価加算 評価対象事業所の要件として「評価対象期間における当該指定介護予防通所介護事業所
の利用実人員数が10名以上であること。」とされているが、10名以上の者が連続する3月以
上の選択的サービスを利用する必要があるのか。

単に利用実人数が10名以上であればよく、必ずしもこれらの者全員が連続する3
月以上の選択的サービスを利用している必要はない。

18.9.11
平成18年4月改定関係Q&A
vol.7(事業所評価加算関係)

912 17 通所リハビリ
テーション事業

4 報酬 事業所評価加算 4月にA事業所、5月にB事業所、6月にC事業所から選択的サービスの提供があった場合は
評価対象となるのか。

事業所評価加算は事業所の提供する効果的なサービスを評価する観点から行う
ものであることから、同一事業所が提供する選択的サービスについて評価するも
のであり、御質問のケースについては、評価対象とならない。

18.9.11
平成18年4月改定関係Q&A
vol.7(事業所評価加算関係)

913 17 通所リハビリ
テーション事業

4 報酬 事業所評価加算 都道府県が、事業所評価加算の算定の可否を事業所に通知する際、どのような方法で通知
すればよいか。

ホームページへの掲載や事業所ヘの文書の郵送等による方法等が考えられる
が、どのような方法で行うかは都道府県の判断による。
なお、利用者が事業所を選択するに当たっては、地域包括支援センターが当該事
業所が事業所評価加算の算定事業所である旨を説明することとなるが、その事業
所の選択やケアプラン作成等に支障が生じることのないよう、事業所評価加算の
対象事業所情報については、地域包括支援センター(介設予防支援事業所)、住民
等にも十分に周知いただきたい。

18.9.11
平成18年4月改定関係Q&A
vol.7(事業所評価加算関係)

1011 17 通所リハビリ
テーション事業

4 報酬 介護予防通所リハビリ
テーションの事業所評価
加算

平成30年介護報酬改定により、介護予防通所リハビリテーションにおける施設等の区分に新
たに介護医療院が設けられるが、従前より介護予防通所リハビリテーションを提供している
事業所において、施設等の区分を介護医療院へ変更した場合の事業所評価加算に係る実
績の取扱い、如何。

・原則として、従前より介護予防通所リハビリテーションを提供している事業所が、
介護医療院へ施設等の区分を変更する場合には、変更前の実績を引き継いで評
価する。
・ただし、施設等の区分の変更に伴い事業者のサービス提供の体制等が大きく変
わると保険者が判断する場合においてはその限りではない。

30.3.23
事務連絡
「平成30年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成30年3
月23日）」の送付について


